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新型コロナウイルス感染症（COVID-19）:倫理及び独立性に関する留意事項 
 
IESBA議長 Stavros Thomadakis氏からの序文 

 
生産の中断、事業と雇用の喪失、財政的困難は、世界的なCOVID-19のパンデミックの経済的象

徴となりつつある。健康危機が過ぎれば、現在の経済不振の後に、健全化と成長が続くことが期

待される。 

正直であること、有能であること及び公正であることは、特に逆境において、全ての専門家に対し

て重んじられている美徳である。職業会計士は、高度に開発され、明確かつ適切に構造化された

「国際倫理規程」を自らの判断と行動の指針とすることで、優位性を有する。 

現在、投資家をはじめとする利害関係者からは、信頼性のある真実な財務報告及び独立し

た監査が強く求められており、突発的な災害の結果やそこからの脱却を管理する上で、大き

な役割を果たしている。財務諸表への信頼は、被害を最小限に抑え、復旧のための資源を

再配分するために、とりわけ逆境の時期において極めて重要である。職業会計士のための

国際倫理規程（国際独立性基準を含む。）の適用は、信頼の維持と拡大の鍵となる。 

パンデミックは、多くの財務及び事業上の困難、並びに個人的な困難を引き起こす。職業会計

士は、今日、かつてないほど、公共の利益と倫理的責任に焦点を当て続けなければならな

い。企業等所属の職業会計士及び会計事務所等所属の職業会計士のいずれにとっても、基

本原則の遵守は欠かせない要素である。基本原則とは、誠実性の原則、職業的専門家として

の能力及び正当な注意の原則、公正性の原則、職業的専門家としての行動の原則及び守秘

義務の原則であり、今日の特殊な状況において、それぞれが更に明確な意味合いをもつ。 

突然の不確実性によって、状況は急速に変化し、多くの企業は予想外に深刻な困難に直面する。

職業会計士は、基本原則の遵守を維持するために、柔軟であり、注意力をもち、懐疑心を保持し

なければならない。監査人は、阻害要因の水準を再評価し、独立性を維持するための対応策を再

検討する心構えができていなければならない。 

深刻な危機に直面した場合、企業や組織は迅速に仕事のやり方を変えなければならない。デジ

タル化やリモートでの働き方がその最たる例である。そして、公的又は民間の特別な支援を求

める手助けをする必要がある。もちろん、職業会計士が助言及び支援をすることによって、自ら

の所属する組織や依頼人を改善し、回復させていくだろうが、倫理的責任に反して行動するプレ

ッシャーに屈することなく、助言及び支援のバランスを取らなければならない。監査人にとって、

これは、監査業務の依頼人に対して経営者の責任を担わないことを意味する。このような状況

では、統治責任者とのコミュニケーションの強化が不可欠である。 

公的部門の会計士もまた、倫理的義務に重点を置く必要がある。危機は、政府の財政介入の急

速な拡大を必要としている。公的部門の行為には、公衆衛生、経済及び社会の目標を組み合わ

せた方針を追求する上での重要な選択が含まれる。情報の質は、意思決定、政策成果の評価、

及び財務の健全性維持において、極めて重要である。 

この文書には、現在の逆境における大小のジレンマに直面している全ての倫理規程の利用者の

手引きとなるQ&Aが含まれている。私は、この適時の取組みに対するIESBAスタッフの努力に感

謝するとともに、我々を試し変化させているこの危機を通して、全ての利害関係者の声に近い存

在であり続けることを確約したい。 
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このQ&Aは、IESBAのスタッフが作成したもの

で、COVID-19のパンデミックの結果として生

じる倫理及び独立性の課題やリスクに対処す

る上で関連する可能性のある、職業会計士の

ための国際倫理規程（国際独立性基準を含

む。）（倫理規程）の解釈について強調してい

る。 

 
本文書は、倫理規程を修正し、又はそれに

優先するものではない。倫理規程のみが公

式なものである。本文書を読むことは、倫理

規程を読むことの代替にはならない。Q&Aは

網羅的なものではなく、倫理規程は必ず参照

されるべきである。本文書は、IESBAの正式

な又は公式な規定を構成するものではない。 
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 全ての職業会計士に関連する項目 
 
 

 
 

Q: COVID-19のパンデミックの環境におい

て、基本原則の遵守に関して留意すべき

重要な考慮事項は何か。 
 

 
A: 職業会計士（PA）は、その役割、職

務、専門業務を遂行する状況にかかわ

らず、倫理規程に規定されている5つの

倫理上の基本原則、すなわち誠実性の

原則、公正性の原則、職業的専門家とし

ての能力及び正当な注意の原則、守秘

義務の原則、及び職業的専門家としての

行動の原則を遵守することが求められて

いる。また、これらの基本原則の遵守に

対する阻害要因を認識し、評価し、及び

対処するために、倫理規程の概念的枠

組みアプローチを適用することが要求さ

れる。 
 
このパンデミックは、世界中の公的、民

間及び非営利のセクターの事業や組織

に、前例のない課題をもたらした。活動

の大幅な縮小を含め、それら及びそれら

の利害関係者の業務運営に大きな混乱

を引き起こしている。さらに、業務が完全

に又は部分的に継続できる場合には、

働き方を「新しい標準」に適応させる

か、又は新しい働き方を実践する必

要が生じている。 

 
企業等所属のPA及び会計事務所

等所属のPAの役割と専門業務によ

っては、このような状況における劇

的な変化は、基本原則の遵守に対

する新たな阻害要因を生じさせた

り、以前に認識した阻害要因の水準

に影響を与えたりする可能性があ

る。概念的枠組みアプローチの下で

は、PAは、職業的専門家としての判

断を行使し、新しい情報や事実や状

況の変化に注意を払い続けることが

求められる。新たな情報が生じたり、

又は事実や状況が変化したりした場

合、倫理規程は、PAに対し、新たな

阻害要因を認識し評価するか、又

は、以前に認識した阻害要因を再評

価し、対処することを求めている

（R120.9項及び120.9 A1-A2項参

照）。 

 
パンデミックの状況では、さらにいく

つかの留意事項が重要である。これ

には、それぞれの基本原則に対し

て、次のものが含まれる。

 
▶ 誠実性の原則を遵守するということは、全て

の職業・ビジネス上の関係において、率直で

誠実であることを意味する。それはまた公正

な取引と誠実さを意味する。 
 
危機時には、所属する組織及び依頼人がプ

レッシャーと不確実性の中で前進する道筋を

描こうと努力し、事業や業務を持続させるた

めの財源やその他の支援を求める中で、明

瞭で正確かつ透明性の高い情報が一層重

要になってくる。財務報告エコシステムの主

要な担い手として、PAは、重要な意思決定

が下される基となる情報を作成し、分析し、

及び提供することが求められるだろう。その

際には、たとえそれが不利となる情報の報告

につながったとしても、PAは、誠実性をもっ

て行動するという倫理的義務を果たすことが

重要である。倫理規程は、PAが、重要な虚

偽又は誤解を招くような情報と知りながら、そ

のような情報に関与することを禁止してい

る。 

 
▶ 公正性の原則を遵守することは、先入観、

利益相反又は他者からの不当な影響によ

り、職業的専門家としての判断又は業務上の

判断が損なわれないことを意味する。

基本原則に対する阻害要因 

https://www.iesbaecode.org/part/1/120
https://www.iesbaecode.org/part/1/120
https://www.iesbaecode.org/part/1/120#s1056
https://www.iesbaecode.org/part/1/120#s1056
https://www.iesbaecode.org/part/1/120#s1070
https://www.iesbaecode.org/part/1/120#s1070
https://www.iesbaecode.org/part/1/120#s1071
https://www.iesbaecode.org/part/1/120#s1071
https://www.iesbaecode.org/part/1/110#s1021
https://www.iesbaecode.org/part/1/110#s1034
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このパンデミックの環境では、健康、財

政、経済に対する恐怖、不安及び全体的

な懸念が広がっている。このような様々な

ストレスの源泉は、PAの心理的な枠組み

や、PAの所属する組織、顧客又は依頼人

の事業環境を客観的に評価するPAの能

力に影響を与える可能性がある。さらに、

COVID-19による事業又は財務上の影響

の評価は、PA自身の見解やその疾病に

関する個人的経験、並びに自身の雇用の

保障に対する懸念によってもバイアスが

生じる可能性がある。倫理規程では、

COVID-19関連の状況が、PAの職業的専

門家としての判断又は業務上の判断に不

当な影響を与える場合には、PAは、専門

業務を実施することが禁止されることにな

る。 

 
▶ 職業的専門家としての能力及び正当な

注意の原則を遵守することは、勤勉で

あること、所属する組織及び依頼人に

資する専門的な知識及び技術を習得及

び維持すること、並びに、このような知

識及び技術を適用する際に健全な判断

を行うことを意味する。 

 
COVID-19による制限及び課題は、バー

チャルな作業環境であっても責任の範囲

内において他者を適切に監督することを

含め、勤勉かつ有能な態度で職務を遂行

する義務を軽減するものではないことに、

PAは留意する。 
 
パンデミックの環境における新しい標準の

一部であるソーシャルディスタンスの維持

に伴い、多くの組織が、対面での継続的

専門能力開発（CPD）コースを中止してい

る。一方で、オンラインCPDコースやその

他の選択肢は豊富である。PAは、パンデ

ミックによって生じた実務的な課題が、所

属する組織及び依頼人に適切に従事する

ための専門的な知識及び技術を維持する

という自身の責務を軽減するものではない

ことに留意する。 
 
▶ 守秘義務の原則を遵守することは、職

業上及び業務上の関係の結果として得

た情報の守秘義務を遵守することを意

味する。 

 
パンデミックの状況に伴い、所属する組織

及び会計事務所等の多くは、事業継続の

ためにバーチャルな働き方へと移行してい

る。企業等所属のPA及び会計事務所等

所属のPAは、在宅勤務においてテクノロ

ジーツールを利用したり、データを自宅の

コンピュータに転送したりする際に、所属

する組織や依頼人のデータの機密性に対

するセキュリティリスクの増大に注意を払

うことが重要である。 
 
所属する組織及び会計事務所等が、バー

チャルな環境で働く従業員によるテクノロ

ジー及びコラボレーションツールの使用の

拡大を支える、適切なインフラストラクチ

ャ、管理、手順又は方針を整備する機会

がなかった場合、セキュリティリスクが高ま

る。 
 
▶ 職業的専門家としての行動の原則を遵

守することは、関連する法令等を遵守し、

PAが職業的専門家としての信用を傷つ

ける可能性があると知っているか、又は

知っておくべき行動を避けることを意味

する。 

 
多くの管轄区域において、パンデミックに

対応した様々な法令等を導入している。こ

れには、給与を保障したり、事業者を財政

的に救済したりするために制定された法

律から、公衆衛生の保護を目的とした規

制まで様々である。職業的専門家として

の行動の原則を遵守するに当たり、PA
は、その特定の状況に適用されるような

法令等を理解し、遵守することが求めら

れる。 

 
重要なことは、所属する組織、依頼人、政

府機関及びその他の利害関係者がPAの
業務に大きく依存している今回の危機的

状況においては、PAが、公共の利益に基

づいて行動するという職業上の責任を果

たすとともに、職業的専門家としての良い

評判を維持するように自ら行動することが

不可欠であるということである。 
 
 

 
Q: COVID-19のパンデミックの結果、セー

フガードがもはや適用できなくなった場

合、PAはどうすべきか。 

 
A: 企業等所属のPA及び会計事務所等所

属のPAは、倫理規程の概念的枠組み

アプローチに従い、認識された基本原

則の遵守に対する阻害要因、また該当

する場合には、許容可能な水準にない

独立性に対する阻害要因に対処しなけ

ればならない。また、概念的枠組みア

プローチは、PAに対し、適用されたセ

ーフガードが引き続き適切であるかど

うかに関するPAの結論に影響を与え

る、新しい情報及び事実や状況の変化

について、注意を払い続けることを求

めている（R120.5項及び120.9 A1項
参照）。セーフガードは、個別に、又は

組合せで、基本原則の遵守や独立性

に対する阻害要因を許容可能な水準

にまで効果的に軽減する、PAが講じる

対応策である。 
 
COVID-19に関連する健康上のリスク及

び制限により、阻害要因に対処するため

のセーフガードの適用が困難又は不可能

になる可能性がある。例えば次のものが

挙げられる。 
 
▶ 従業員数が少ない組織や会計事務所

等の場合、COVID-19のパンデミックに

より、再編や責任及び職務の分掌を伴

うセーフガードの適用が実行不可能に

なる可能性がある。特定の業務や作業

のために適切なレビューアーとして指定

された個人が、病気が原因で対応でき

ない場合や、交代又は一時解雇されて

いる可能性がある。 

セーフガード 

https://www.iesbaecode.org/part/1/110#s1036
https://www.iesbaecode.org/part/1/110#s1036
https://www.iesbaecode.org/part/1/110#s1042
https://www.iesbaecode.org/part/1/110#s1046
https://www.iesbaecode.org/part/1/120#s1055
https://www.iesbaecode.org/part/1/120#s1055
https://www.iesbaecode.org/part/1/120#s1071
https://www.iesbaecode.org/part/1/120#s1071
https://www.iesbaecode.org/part/1/120#s1071
https://www.iesbaecode.org/part/1/120#s1075
https://www.iesbaecode.org/glossary.html#definition3
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▶ 財務諸表の監査人は、独立性の阻害

要因に対処するために、計画されてい

たセーフガードを再検討する必要がある

かもしれない。例えば、監査業務の依頼

人にタックス・プランニング及びその他

の税務助言業務を提供している会計事

務所等は、特定の税務上の助言に関し

て、自己レビュー又は擁護の阻害要因

に対処するために行う事前照会につい

て、税務当局からの回答を得るのが遅

れるかもしれない。 

 

阻害要因を許容可能な水準にまで軽減す

るためのセーフガードがもはや適切でない

場合には、PAは、その阻害要因に対処す

るために、別の対応策をとらなければなら

ない。これには、次の事項が含まれる。（i）
別のセーフガードを適用すること。（ii）阻害

要因を生じさせている関係又は状況を除

去すること。（iii）専門業務を終了すること。

具体的な事実や状況を理解し、職業的専

門家としての判断を行使し、また、事情に

精通し、合理的な判断を行うことができる

第三者テストを使用することは、セーフガ

ードが引き続き適切であるか、又は他の

対応策を講じるべきかどうかを判断する上

で役立つだろう。さらに、経営者及び統治

責任者とのコミュニケーションは、講ずる

適切な対応策を通知するのに役立つ場合

がある。 

 

 
Q: COVID-19関連のプレッシャーに直面

した場合、PAは倫理的観点からどの

ようなことに注意すべきか。 

 

 
A: COVID-19のパンデミックは、公衆衛生

への影響に加え、世界中の経済に多大な

金銭的損害をもたらした。その結果、多く

の企業や組織が、その運営コストを賄うこ

と、又は継続企業として存続することに対

して重大なプレッシャーにさらされている。

また、これらの企業や組織で働くPAに関し

ては、基本原則違反につながる様々なプ

レッシャーに直面する可能性がある。

COVID-19の環境において特に関連があ

ると思われる例には、次のものが含まれ

る。 

 

▶ 情報の作成及び提供に影響を与える

プレッシャー。例えば、PAは、上司、依

頼人又はその他の者からの次のような

プレッシャーに直面するかもしれない。 

o 誤解を招くような情報を貸主、債権

者又は政府機関に報告すること。 

o 投資計画及び買収を守るために、

収入、支出又は利益率を虚偽表示する

こと。 

 

▶ 勧誘に関連するプレッシャー。COVID-
19のパンデミックは、違法利益のため

に勧誘の提供を受ける機会を増加させ

る。例えば、PAは、パンデミックにおい

て不足している個人防護具の調達や、

政府の助成金や貸付金に対する不正

請求の処理のために、勧誘を行うか、

又は勧誘を受けることについて、プレッ

シャーを受ける可能性がある。 

 

倫理規程（企業等所属のPAの場合はセク

ション250、会計事務所等所属のPAの場

合はセクション340）は、勧誘を受ける者若

しくはその他の者の行動に不適切な影響

を与えることを意図して行われる、又は

（事情に精通し、合理的な判断を行うこと

ができる第三者の観点から）行われたとみ

なされるような勧誘を、PAが提供すること

や受け入れることを禁じている。 

 

▶ 十分な専門知識をもたず、又は正当な

注意を払わずに行動するプレッシャー。

バーチャルな仕事のやり方への突然の

移行は、存続可能な事業において多く

の事業体が直面しているプレッシャーと

相まって、上司、依頼人又はその他の

者が、十分な技術若しくは訓練なしに、

又は非現実的な期限で業務を引き受け

るよう、PAにプレッシャーをかける可能

性がある。 

 

▶ 違法行為への対応に関連するプレッシ

ャー。例えば、PAは、COVID-19の政

府助成金や補助金付き貸付金の申請

の際に報告する情報を改ざんするよう、

上司又はその他の者からプレッシャー

を受ける可能性がある。このような情報

の改ざんは、PAの品位を損なうことに

なる。 

 

▶  利益相反に関連するプレッシャー。ベ

ンダーの選定に責任を負うPAは、

COVID-19によって経済的な苦境に陥

っている家族をベンダーとして選定する

ようプレッシャーを受ける可能性があ

る。 

  

倫理規程は、PAが基本原則に違反するこ

ととなる他者からのプレッシャーを受け入

れることを禁じている。また、基本原則違

反をもたらすようなプレッシャーを他者に

与えることも禁じている。倫理規程では、

プレッシャーによって生じた阻害要因を認

識し、評価し、及び対処する方法について

説明している。 

プレッシャー 

https://www.iesbaecode.org/part/1/120#s1056
https://www.iesbaecode.org/part/1/120#s1056
https://www.iesbaecode.org/part/1/120#s1059
https://www.iesbaecode.org/part/1/120#s1059
https://www.iesbaecode.org/part/1/120#s1059
https://www.iesbaecode.org/glossary.html#definition61
https://www.iesbaecode.org/glossary.html#definition61
https://www.iesbaecode.org/part/2/250
https://www.iesbaecode.org/part/2/250
https://www.iesbaecode.org/part/2/250
https://www.iesbaecode.org/part/3/340
https://www.iesbaecode.org/part/3/340
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Q: COVID-19のパンデミックの中で情報

を作成又は提供するに当たって、特に

重要な考慮事項は何か。 
 

 

 
A: PAは、情報を作成及び提供する際

の知識、技術及び経験を通じて、所属

する組織、依頼人、行政機関及び当

局がパンデミックを乗り切るのを支援

するために配置されることが理想的で

ある。倫理規程は、情報の作成又は

提供に当たって、PAが契約上又は規

制上の結果を不適切に誤解させたり、

影響させたりしないよう求めている。ま

た、倫理規程は、PAに対し、全ての重

要な点において事実を正確かつ完全

に反映すること、事業上の取引又は

活動の実態を明確に示すこと、及び適

時に適切な方法で情報を分類し、記

録することについて、職業的専門家と

しての判断を行使することを求めてい

る（R220.4項参照）。  また、情報を作

成又は提供することは、職業的専門

家としての判断に際して裁量を伴う可

能性があることを認識している

（R220.5項参照）。 
 

多くの事業体は、パンデミックの結果、

流動性危機や支払能力危機に直面し

ている。危機的状況においては、PA
は、事業体がマイナスの進展を誤って

報告したり、本質的な情報の開示を保

留したり、財務状況に関して虚偽又は

誤解を招くような内容を描いたりする

機会及びリスクが生じることに留意す

る必要がある。さらに、この危機は、

事業体が将来の財務成績を平準化す

るために、（利益先送りのための）い

わゆる「クッキー・ジャー」リザーブを構

築する機会を生じさせる。したがって、

上述したPAの職業倫理上の責任は、

特に重要になる。さらに、倫理規程

は、他者を誤解させたり、契約上又は

規制上の結果に不適切な影響を与えた

りする意図がある場合には、裁量を行

使することを禁じている。 
 
また、PAは、常に基本原則を遵守し、

職業的専門家の信用を維持しなければ

ならない（Q1参照）。 
 
 

 
Q: COVID-19のパンデミックの環境におけ

る違法行為への対応（NOCLAR）に関

連する重要な考慮事項は何か。 
 

 

 
A: NOCLARとは、故意若しくは過失又

は作為若しくは不作為を問わず、所属

する組織若しくは依頼人、その経営者、

又は所属する組織若しくは依頼人の指

示の下で働くその他の者により行われ

る、法令違反となる行為のことである。 
 
PAは、パンデミックが不正を行う重要な

機会を生じさせることに注意を払う必要

がある。これには、購買不正（特に個人

用保護具のため）、オンライン不正（偽

の医療品の販売など）、行政支援に対

する不正申請、慈善偽装不正などが含

まれる。また、事業者によっては、意図

的に又は意図せずに、ソーシャルディス

タンスの維持並びにCOVID-19に関連

する公衆衛生及び安全に関する法令

等、さらに労働及び雇用関連の保障に

関する法令等に違反する可能性があ

る。 
 
さらに、パンデミックにより、多くの事業

体が、人的資本、流動性、支払能力な

ど、いくつかの緊急の事業上及び業務

上の課題に取り組んでいる。その結果

生じる財務上の課題やその他のプレッ

シャーが、法令遵守を確実にするため

の組織の方針及び手続の実施と監督

に影響を与える可能性がある。したがっ

て、一部の事業体は、特定の法令上の

要求事項を遵守できない可能性がある。 
 
倫理規程は、違法行為又はその疑いに対

応するために、企業等所属のPA（セクショ

ン260）及び会計事務所等所属のPA（セク

ション360）に対する包括的枠組みを定め

ている。これには、経営者との協議、所属

する組織又は依頼人における問題となる

事項の報告、経営者及び統治責任者によ

る対応の適切性の評価、及び公共の利益

に従って追加的対応が必要かどうかの判

断が含まれる。 
 

IESBAは、倫理規程におけるNOCLAR規
定の適用を促進するために、スタッフQ&A
を含む資料等が掲載されたNOCLAR専

用のウェブページを開設している。 
 

情報の作成及び提供 

違法行為への対応 

https://www.iesbaecode.org/part/2/220#s1163
https://www.iesbaecode.org/part/2/220#s1163
https://www.iesbaecode.org/part/2/220#s1165
https://www.iesbaecode.org/part/2/220#s1165
https://www.iesbaecode.org/glossary.html#definition42
https://www.iesbaecode.org/part/2/260
https://www.iesbaecode.org/part/2/260
https://www.iesbaecode.org/part/2/260
https://www.iesbaecode.org/part/3/360
https://www.iesbaecode.org/part/3/360
https://www.iesbaecode.org/part/3/360
https://www.ethicsboard.org/focus-areas/responding-non-compliance-laws-and-regulations
https://www.ethicsboard.org/focus-areas/responding-non-compliance-laws-and-regulations
https://www.ethicsboard.org/focus-areas/responding-non-compliance-laws-and-regulations
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質疑応答 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

監査人及びその他の会計事務所等所属の職業会計士に関

連する項目 
 
 

 
 

Q: COVID-19の環境において特に重要とな

る報酬に関する考慮事項は何か。 
 

 
A: 報酬削減のプレッシャー 

 
倫理規程は、依頼人に提供する業務につ

いて、会計事務所等が提示すべき報酬の

水準を定めていない。実際、倫理規程で

は、会計事務所等所属のPAは、適切と考

えられる報酬を提示する可能性があるとし

ている (330.3 A2項参照）。 

 
しかしながら、多くの事業体は、COVID-
19のパンデミックにより、重大な財政的緊

張、さらには財政的困難に直面している。

その結果、会計事務所等は、提供中の業

務や提供予定の業務について、報酬を削

減するよう依頼人から多大なプレッシャー

を受ける可能性がある。 
 
倫理規程では、提示する報酬があまりに

も低く、適用される技術的基準及び職業

的専門家としての基準に従って業務を実

施することが困難な場合には、提示する

当該報酬の水準は、職業的専門家として

の能力及び正当な注意の原則の遵守に

対する自己利益の阻害要因を生じさせる

としている（330.3 A2項参照）。倫理規程

は、そのような阻害要因の水準の評価に

関する要因及び当該阻害要因に対処する

ためのセーフガードとなり得る対応策に関

して、指針を提供している（330.3 A3-A4
項参照）。 
 
監査業務においては、パンデミックによっ

て生じた監査上の問題に対処するために

会計事務所等が追加的な作業を行う必要

がある場合、監査報酬の水準の引下げに

関する監査業務の依頼人からのプレッシ

ャーが増幅されるかもしれない。倫理規程

は、報酬の水準が、独立性を阻害する自

己利益又は不当なプレッシャーを受ける

脅威を生じさせる可能性があることを明記

している（410.2項参照）。会計事務所等

は、そのような独立性に対する阻害要因

を認識し、評価し、対処するために、概念

的枠組みアプローチを適用しなければな

らない。 
 
期限経過の未収報酬 

 
倫理規程は、監査業務において、次年度

の監査報告書が提出される段階になって

も報酬の大部分が支払われない場合に

は、独立性を阻害する自己利益が生じる

可能性があるとしている。さらに、倫理規

程は、通常、次年度の監査報告書が提出

されるまでに、会計事務所等がそのような

報酬の支払いを要求することが期待され

ると付け加えている（410.7 A1項参照）。 

 
世界中の政府がCOVID-19の拡大を抑制

するために、一時的な休業や移動制限と

いった前例のない措置を講じたことを受け

て、多くの事業体は、現在、重大な流動性

の問題又はその他の財政上の困難に直

面している。その結果、会計事務所等は、

一部の監査業務の依頼人が未収報酬の

一部又は全部を支払うことができない、又

は支払いを渋るという状況に直面する可

能性がある。監査業務の依頼人に対する

報酬の大部分が長期間未払いとなってい

る場合、倫理規程では、期限経過の未収

報酬を依頼人に対する貸付と同等とみな

すべきかどうか、また、監査業務を継続又

は更新することが適切かどうかを判断す

ることが求められていることについて、会

計事務所等は留意する。このような状況

が生じた場合、会計事務所等は、例えば、

分割払い制度を導入するなど、監査業務

の依頼人の経営者又は統治責任者ととも

に、独立性に対する潜在的な阻害要因を

軽減するための方法を検討することが奨

励される。（R410.8項参照）。 

報酬 

https://www.iesbaecode.org/part/3/330#s1418
https://www.iesbaecode.org/part/3/330#s1418
https://www.iesbaecode.org/part/3/330#s1418
https://www.iesbaecode.org/part/3/330#s1418
https://www.iesbaecode.org/part/3/330#s1419
https://www.iesbaecode.org/part/3/330#s1419
https://www.iesbaecode.org/part/4a/410#s1697
https://www.iesbaecode.org/part/4a/410#s1697
https://www.iesbaecode.org/part/4a/410#s1709
https://www.iesbaecode.org/part/4a/410#s1709
https://www.iesbaecode.org/part/4a/410#s1711
https://www.iesbaecode.org/part/4a/410#s1711


7  

 

 
 

Q: COVID-19の状況において、会計事務

所等が、資金調達又は財政支援を確

保するために監査業務の依頼人を支

援するよう求められる場合、特に重要

な考慮事項は何か。 
 

 
A: パンデミックを平準化させるための政

府によるロックダウン措置は、企業規

模の大小を問わず、大幅な事業縮小

を招き、多大な金銭的損失が生じると

ともに、多くの企業にとっては、短期的

な資金調達又は財政支援なしに破た

んする脅威を招いている。したがって、

会計事務所等は、貸主若しくはより広

い金融市場からの資金調達、又は

COVID-19関連の財政支援のための

政府プログラムへの申請を支援するよ

う、監査業務の依頼人、とりわけ中小

規模の事業体から求められる可能性

がある。 
 

会計事務所等は、特定の非保証業務

（NAS）、例えば、将来の財務情報の

作成及び評価業務を通じて、監査業

務の依頼人にそのような支援を提供

する可能性がある。しかし、会計事務

所等は、常に独立性を保持するため

に、倫理規程における次の主要な規

定に特に注意を払う必要がある。 
 
 
▶ 業務は倫理規程で禁止されるもの

であってはいけない。倫理規程は、禁

止される非保証業務を規定しており、

特に、社会的影響度の高い事業体

（PIEs）である監査業務の依頼人に対

して提供が禁止される業務を明記して

いる。非保証業務には、一定の条件を

満たした場合にのみ許容されるものも

ある。 
 

PIEである監査業務の依頼人につい

ては、会計事務所等は、IESBAスタッ

フ文書「PIEの監査に適用される禁止

事項の概要」を確認することが推奨さ

れる。 

 
IESBAの電子版倫理規程の

検索機能は、会計事務所等

が、倫理規程で扱う非保証業

務の種類を確認するのに役

立つ。例えば、次のものが挙

げられる。 
 

• 「会計基準又は会計方針の適用」と

「助言の提供」を検索することは、パンデミ

ックの状況下において、財務報告基準の適

用について監査業務の依頼人に助言する

ことの許容可能性を判断する際に考慮す

べき要因に関する指針を会計事務所等が

入手する際に役立つ。 

• 「資金調達取引に関する支援」を検

索することにより、会計事務所等は、

COVID-19 により財政上のプレッシャーに

直面している監査業務の依頼人を支援でき

るかどうか、またどのように支援できるかを

決定する際に関連する考慮事項を把握す

ることができる。 

▶ 非保証業務において、監査業務の依頼

人の経営者の責任を担ってはならない。経

営者の責任とは、人的、金銭的、技術的及

び有形・無形の経営資源を獲得し、活用

し、管理することに関連した決定を行うこと

などにより、事業体を管理し、統率し、指揮

することを含む（R600.7 項から 600.7 A1
項参照）。倫理規程は、監査業務の依頼人

に非保証業務を提供する場合に、会計事

務所等が経営者の責任を担うならば、自己

レビュー及び自己利益の阻害要因を生じさ

せると説明している。  また、経営者の責任

を担うことは、会計事務所等が経営者の見

解や利害に、余りに緊密に同調することに

なるため、馴れ合いの阻害要因を生じさせ

るとともに、擁護の阻害要因を生じさせる可

能性もある（600.7 A2項参照）。 

 

▶ 経営者の責任を担わないためには、会

計事務所等は、依頼人の経営者が経営者

の責任に帰する全ての判断と決定を行って

いることを確かめなければならない。これに

は、依頼人の経営者が、例えば以下を行っ

ていることを確保することが含まれる

（R600.8項参照）。 

o 常に責任を持って意思決定を行い、会

計事務所等の業務を監督するための

適格な能力、知識及び経験を有してい

る者を指名すること。 
o 会計事務所等の業務を監督し、依頼

人の目的に照らし実施した業務の結

果が適切かどうかについて評価するこ

と。 
o 非保証業務の結果を受け、必要があ

る場合に、次にとるべき対応策を講ず

る責任を負うこと。 

▶ 非保証業務は、除去又は許容可能な水

準にまで軽減することができない独立性に

対する阻害要因を生じさせてはならない

（R600.4項参照）。会計事務所等は、非保

証業務の提供による独立性に対する阻害

要因を認識し、評価し、対処するために、概

念的枠組みアプローチを適用しなければな

らない。倫理規程は、以下に関する指針を

提供している。 

o 監査業務の依頼人に非保証業務を提

供することによって生じる阻害要因の

水準を評価する上で関連する要因 
（600.5 A1 項～ 600.5 A2項参照） 

o 阻害要因に対処する可能性のあるセ

ーフガードを含む対応策（600.6 A1項 
～ 600.6 A3項参照） 

▶ 会計事務所等は、非保証業務を監査業

務の依頼人に提供した実績に基づいて、パ

ートナーを評価したり、報酬を支払ったりし

てはならない。倫理規程のセクション 411
には、COVID-19のパンデミックから生じる

経済的プレッシャーを考慮して、評価又は

報酬の方針に関する会計事務所等の重要

な考慮事項が含まれている。 

 

監査業務の依頼人に対する COVID-19関

連の非保証業務の提供に適用される具体

的な法令等がある場合には、会計事務所

等は、これらの法令等の要求事項を十分に

理解し、遵守するように留意する。 

非保証業務（助言及び支援の提供

を含む。） 

https://www.iesbaecode.org/glossary.html#definition51
https://www.iesbaecode.org/glossary.html#definition51
https://www.ethicsboard.org/publications/iesba-code-ethics-high-level-summary-prohibitions-applicable-audits-public-interest-entities
https://www.ethicsboard.org/publications/iesba-code-ethics-high-level-summary-prohibitions-applicable-audits-public-interest-entities
https://www.ethicsboard.org/publications/iesba-code-ethics-high-level-summary-prohibitions-applicable-audits-public-interest-entities
https://www.iesbaecode.org/
https://www.iesbaecode.org/part/4a/600#s1892
https://www.iesbaecode.org/part/4a/600#s1892
https://www.iesbaecode.org/part/4a/600#s1893
https://www.iesbaecode.org/part/4a/600#s1893
https://www.iesbaecode.org/part/4a/600#s1894
https://www.iesbaecode.org/part/4a/600#s1894
https://www.iesbaecode.org/part/4a/600#s1897
https://www.iesbaecode.org/part/4a/600#s1897
https://www.iesbaecode.org/part/4a/600#s1880
https://www.iesbaecode.org/part/4a/600#s1880
https://www.iesbaecode.org/part/4a/600#s1884
https://www.iesbaecode.org/part/4a/600#s1884
https://www.iesbaecode.org/part/4a/600#s1885
https://www.iesbaecode.org/part/4a/600#s1885
https://www.iesbaecode.org/part/4a/600#s1889
https://www.iesbaecode.org/part/4a/600#s1889
https://www.iesbaecode.org/part/4a/600#s1891
https://www.iesbaecode.org/part/4a/600#s1891
https://www.iesbaecode.org/part/4a/411
https://www.iesbaecode.org/part/4a/411
https://www.iesbaecode.org/part/4a/411
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また、会計事務所等は、COVID-19の
罹患やその他の関連する理由で勤務で

きなくなった依頼人の従業員の代わりと

して、従業者の一部を短期的に派遣す

るよう、監査業務の依頼人から依頼さ

れることも考えられる。倫理規程のセク

ション525には、会計事務所等の従業

者の一時的な派遣に関する独立性の

考慮事項について、会計事務所等に対

する規定が含まれている。 

 
最後に、会計事務所等は、依頼人に

支援を提供する際には、潜在的な利

益相反について念頭に置かなければ

ならない。例えば、依頼人がCOVID-
19関連の助成金を取得する際の支援

に会計事務所等が関与する一方で、

会計事務所等が、当該助成金の審査

と承認を担当する政府機関に専門業

務を提供する場合には、利益相反が

生じる可能性がある。倫理規程のセク

ション310には、会計事務所等が、利

益相反の状況に対処する際の指針と

なる規定が含まれている。 

Q: COVID-19の状況において、依頼人と

の長期関与の結果、会計事務所等が

PIEである監査業務の依頼人の監査業

務から業務執行責任者をローテーショ

ンさせることができない場合、倫理規程

において救済措置はあるか。 
 

 

 
A: ある。会計事務所等、とりわけ小規模

な会計事務所等は、特定のパートナー

がCOVID-19に罹患したことによる予

期せぬリソースの減少という課題に直

面し、監査業務において計画していた

パートナー・ローテーションを実施でき

ない可能性がある。次の業務執行責

任者がCOVID-19に罹患したために監

査業務を担当できない場合、倫理規程

のR540.7項は、パートナー・ローテー

ションに関する要求事項の例外措置を

定めており、統治責任者の了解を得る

ことを含む一定の条件下であれば、退

任予定の業務執行責任者が、さらに1
年関与することができる。 

 
また、R540.9項は、管轄区域の適切な

規制当局がこのような状況でパートナ

ー・ローテーションの適用免除を許可し

た場合には、監査業務の主要な担当社

員等のローテーションに関する要求事

項の例外措置を定めている。規制当局

は、監査業務の主要な担当社員等のロ

ーテーションが免除され得る期間の長

さや、定期的な独立した外部レビューな

ど、適用すべき他の要求事項を明示す

る必要があるだろう。 

 
IESBAスタッフQ&A「監査業務の依

頼人との担当者の長期的関与」で

は、倫理規程における長期的関与

に関する規定の特定の内容につい

て強調し、説明している。 

Q: COVID-19の環境における統治責

任者との確固たるコミュニケーショ

ンに関連する留意事項は何か。 
 

  
A: 倫理規程には、例えばNOCLAR
（R260.14項及びR360.14項参照） 、独
立性に関する事項全般（400.40 A2項参

照） 、独立性に関する要求事項の違反 
などに関する、会計事務所等による統治

責任者とのコミュニケーション（R400.84
項参照）の規定が含まれている。 

 
COVID-19のパンデミックは、事業体の業務

のみならず、会計事務所等の監査業務の依

頼人（統治責任者を含む。）との関わり方に

重大な混乱をもたらした。当局によるソーシ

ャルディスタンスの維持の措置や、事業者

又は会計事務所等による安全対策は、その

ようなコミュニケーションの方法や時期に影

響を与える可能性がある。例えば、コミュニ

ケーションに遅延が生じる場合がある。ま

た、バーチャルなコミュニケーションチャネル

も、安全に確立される必要があるかもしれな

い。場合によっては、COVID-19の罹患又は

その他の関連する理由により、統治責任者

に指定された者にアクセスできないか、又は

当該者が応対できない可能性がある。 

 
したがって、会計事務所等が統治責任者と

積極的に関わり、いかにして倫理及び独立

性に関する事項を効果的に取り上げ、適時

に議論できるかについて、あらかじめ合意

することが重要である。同様に、状況が変

化した場合の緊急時対応策又は代替措置

に合意しておくことも必要かもしれない。ま

た、会計事務所等は、COVID-19のパンデ

ミックから生じる倫理及び独立性に関する

事項について、全ての統治責任者に伝達

することが適切かどうか、又は監査委員会

のようなサブグループに対して伝達するこ

とが適切であるかどうかを検討することに

も留意する。 

長期的関与（パートナー・ローテーシ

ョンを含む。） 

統治責任者とのコミュニケーション 

https://www.iesbaecode.org/part/4a/525
https://www.iesbaecode.org/part/4a/525
https://www.iesbaecode.org/part/4a/525
https://www.iesbaecode.org/part/3/310
https://www.iesbaecode.org/part/3/310
https://www.iesbaecode.org/part/3/310
https://www.iesbaecode.org/part/4a/540#s1858
https://www.iesbaecode.org/part/4a/540#s1858
https://www.iesbaecode.org/part/4a/540#s1861
https://www.iesbaecode.org/part/4a/540#s1861
https://www.ifac.org/system/files/publications/files/IESBA-Long-Association-FAQs-Aligned-to-2018-Code.pdf
https://www.ifac.org/system/files/publications/files/IESBA-Long-Association-FAQs-Aligned-to-2018-Code.pdf
https://www.iesbaecode.org/part/2/260#s1279
https://www.iesbaecode.org/part/2/260#s1279
https://www.iesbaecode.org/part/3/360#s1502
https://www.iesbaecode.org/part/3/360#s1502
https://www.iesbaecode.org/part/4a/400#s1651
https://www.iesbaecode.org/part/4a/400#s1651
https://www.iesbaecode.org/part/4a/400#s1690
https://www.iesbaecode.org/part/4a/400#s1690


 

IESBAについて 
 

IESBAは、独立した国際的な基準設定審議会である。IESBAの使命は、監査人の独立性に関する要求事項を含む倫理基準を

策定することにより、公共の利益に資することであり、強固で国際的に適用可能な職業会計士のための国際倫理規程（国際独

立性基準を含む。）（倫理規程）を通じて、全ての職業会計士の倫理的な行動と実践のための規範を高めることを目指している。 

 
IESBAは、1セットの質の高い倫理基準が、職業会計士の提供する業務の質と一貫性を高め、それによって会計専門職に対する社会からの

信用と信頼に寄与すると考えている。IESBAは、諮問助言グループ（CAG）からの助言を得て、公益監視委員会（PIOB）の監督の下に、公

共の利益に資する基準を策定している。 
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